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事
業
効

果
・
成
果

等 畑地化に取り組むことにより作付け要件が解消され農業生産基盤の効率化が図られ効果がある。

⑧写真及び図

面

100ha 100ha

実　績

畑地化の取り組み面積

目　標 100ha 100ha

３２年度
目標値

（３２年度）

畑地化の取り組み戸数

目　標 321戸数 321戸数 321戸数 321戸数

実　績

平成３１年度
①畑地化の取り組みの申請及びシステム入力を行う。（交付対象　321戸）
②申請のあった農地について作付状況の確認（年2回　9月、12月）
③出荷・販売実績の確認

平成３２年度
①畑地化の取り組みの申請及びシステム入力を行う。（交付対象　321戸）
②申請のあった農地について作付状況の確認（年2回　9月、12月）
③出荷・販売実績の確認

⑦成果目標

（指標）

及び進捗状況

成果目標（指標）
基準値

（２９年度）
３０年度 ３１年度

特定財源名
（a）または（b）の

名称
農業者戸別所得補償制度推進事業 （c）の名称

⑥事業計画

年度 実施する具体的な事業の内容

平成３０年度
①畑地化の取り組みの申請及びシステム入力を行う。（交付対象　321戸）
②申請のあった農地について作付状況の確認（年2回　9月、12月）
③出荷・販売実績の確認

計(a～d) 1,761,822 737,828 2,072,000 2,072,000 2,072,000

(d)一般財源

(c)地方債等

(b)県費 1,761,822 737,828 2,072,000 2,072,000 2,072,000

(a)国庫

④実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

⑤事業費

【単位:円】

　28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

財
源
内
訳

事業実施

（予定）年度
H30～H32

基本計画の該当個所 施策の柱１３－２

③事業内容

 　経営所得安定対策推進事業の実施に伴う推進活動や要件確認等に必要となる経費。
地域段階における推進活動
・申請書類等の印刷、配布、回収、整理取りまとめ、受付
・対象作物（産地交付金の助成作物を含む。）の作付面積・生産数量等の確認事務
・農業者情報のシステム入力・集計事務
・産地交付金の要件設定・確認事務
・荒廃農地又は遊休農地の再生利用に必要な活動
・農業者の水田情報等の収集・整理事務
・経営所得安定対策の円滑な実施に必要な一括申請等の取組

【働く】施策の柱１３

①予算事業名
農業者戸別所得補償制度推進事

業
（経営所得安定対策推進事業）

予算科目 ６－１－２－２

基本構想上の位置づ

け上段：「島づくり

目標」　下段：「施

策の柱」

連携する産業振興

くらしの立つ農業地域づくり

②担当部課名 産業振興課


